
－ 1 －

第１８２回定時株主総会招集ご通知に際しての

法令及び定款に基づくインターネット開示事項

事業報告

Ⅰ 企業集団の現況に関する事項

４．主要な借入先

６．財産及び損益の状況

８．主要な事業内容並びに主要な営業所及び使用人の状況

Ⅱ 会社の株式に関する事項

Ⅳ 会計監査人に関する事項

Ⅵ 特定完全子会社に関する事項

連結計算書類

連結株主資本等変動計算書

連結注記表

計算書類

株主資本等変動計算書

個別注記表

本内容は、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、当社ホームページ

（https://www.hankyu-hanshin.co.jp/ir/）に掲載することにより、株主の

皆様に提供したものとみなされるものです。

阪急阪神ホールディングス株式会社
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Ⅰ 企業集団の現況に関する事項

４．主要な借入先（2020年３月31日現在）

(単位：百万円)

借  入  先 借入金残高

株式会社日本政策投資銀行 128,028

株式会社三井住友銀行 90,917

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 86,551

三井住友信託銀行株式会社 60,206

株式会社みずほ銀行 23,500

６．財産及び損益の状況

区  分
第179期

2016年度

第180期

2017年度

第181期

2018年度

第182期

2019年度

（本期）

営 業 収 益
（百万円）

736,763 760,252 791,427 762,650

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
（百万円）

71,302 66,361 65,476 54,859

１株当たり当期純利益
（円）

285.11 267.91 266.86 225.69

総 資 産
（百万円）

2,349,831 2,404,926 2,466,223 2,489,081

純 資 産
（百万円）

804,659 866,512 915,381 937,672

（注）１．当社は、2016年８月１日付で株式併合（５株を１株に併合）を実施し、第179

期の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定し

ております。

   ２．第181期より「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第

28号 2018年２月16日）等を適用しており、第180期の総資産については、当該

会計基準等の遡及適用後の金額を記載しております。
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８．主要な事業内容並びに主要な営業所及び使用人の状況（2020年３月31日現在）

（１）主要な事業内容

当社グループは、「都市交通事業」、「不動産事業」、「エンタテインメント事業」、

「情報・通信事業」、「旅行事業」、「国際輸送事業」、「ホテル事業」の７つの事業

を主要な事業と位置付けております。

（２）主要な営業所

①当社

本 社 大阪市北区芝田一丁目16番１号

支 社 東京都千代田区有楽町一丁目２番２号東宝日比谷ビル17階

②子会社

会 社 名 本 社

阪急電鉄株式会社 大阪市北区芝田一丁目16番１号

阪神電気鉄道株式会社 大阪市福島区海老江一丁目１番24号

阪急阪神不動産株式会社 大阪市北区芝田一丁目１番４号

株式会社阪急交通社 大阪市北区梅田二丁目５番25号

株式会社阪急阪神エクスプレス 大阪市北区梅田二丁目５番25号

株式会社阪急阪神ホテルズ 大阪市北区芝田一丁目１番35号

（３）使用人の状況

使用人数 前期比増減

22,800名 146名増

（注）１．使用人数は、出向社員を除き、受入出向社員を含んでおります。

２．臨時従業員の年間の平均人員は、9,260名であります。
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Ⅱ 会社の株式に関する事項（2020年３月31日現在）

１．発行可能株式総数 640,000,000株

２．発行済株式総数 254,281,385株（自己株式10,509,846株を含む。）

３．株 主 数 95,830名（前期比1,393名減）

４．大 株 主

株  主  名 持株数（千株） 持株比率（％）

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト

信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）
15,230 6.2

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス

信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）
12,130 5.0

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 5,224 2.1

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス

信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ５ ）
5,142 2.1

エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社 4,207 1.7

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＷＥＳＴ

ＣＬＩＥＮＴ－ＴＲＥＡＴＹ 5 0 5 2 3 4
3,985 1.6

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス

信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ７ ）
3,911 1.6

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ 385151 3,836 1.6

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,581 1.5

ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ ＯＦ ＮＯＲＷＡＹ 3,172 1.3

（注）１．当社は、自己株式を10,509千株保有しておりますが、上記大株主からは除い

    ております。

２．持株比率は、自己株式の数を除く発行済株式総数を基に算出しております。



－ 5 －

Ⅳ 会計監査人に関する事項

１．会計監査人の名称

有限責任あずさ監査法人

２．当事業年度における会計監査人の報酬等の額

（１）当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額

30百万円

（２）当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

365百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商

品取引法に基づく監査の額を区分しておりませんので、上記（１）の金額には

金融商品取引法に基づく監査の報酬等を含めております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、従前年度の職務遂行状況、報酬

見積明細等を検討した結果、会計監査人としての報酬等の額について相当であ

ると認め、同意いたしました。

３．非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対し、コンフォートレター作成業務を委託しております。

４．会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

当社は、会社法第340条第１項各号に定める事項に該当する場合に、監査役会が会計監

査人の解任を検討するほか、監督官庁から業務停止処分を受ける等、会計監査人が職務を

適切に遂行することが困難であると監査役会が判断した場合に、会計監査人の解任又は不

再任に関する議案を株主総会に提出いたします。
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Ⅵ 特定完全子会社に関する事項

会社名 住所
当事業年度末日における

株式の帳簿価額
当社の総資産額

阪神電気鉄道株式会社
大阪市福島区海老江

一丁目１番24号
327,596百万円 1,308,500百万円

本事業報告中、百万円単位の記載金額は百万円未満を、千株単位の記載株数は千株未満

を、それぞれ切り捨てて表示しております。



連結株主資本等変動計算書

（2019年４月１日から2020年３月31日まで）
(単位：百万円)

株　主　資　本 その他の包括利益累計額

資本金
資　本
剰余金

利　益
剰余金

自己
株式

株主資本
合　　計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損　　　益

当期首残高 99,474 146,591 641,731 △34,400 853,397 24,144 △325

当期変動額

剰余金の配当 △11,020 △11,020

親会社株主に帰属する
当期純利益

54,859 54,859

土地再評価差額金の取崩 11 11

自己株式の取得 △9,960 △9,960

自己株式の処分 △0 △0 136 136

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

△0 △0

連結範囲の変動 6 △495 △489

持分法適用会社に対する持分
変動に伴う自己株式の増減

0 0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△10,351 296

当期変動額合計 ― 6 43,355 △9,824 33,538 △10,351 296

当期末残高 99,474 146,598 685,087 △44,224 886,935 13,792 △28

その他の包括利益累計額

非支配
株主持分

純資産合計
土地再評価
差　額　金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 5,523 △163 2,287 31,465 30,517 915,381

当期変動額

剰余金の配当 △11,020

親会社株主に帰属する
当期純利益

54,859

土地再評価差額金の取崩 11

自己株式の取得 △9,960

自己株式の処分 136

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

△0

連結範囲の変動 △489

持分法適用会社に対する持分
変動に伴う自己株式の増減

0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△11 △263 △2,423 △12,754 1,507 △11,246

当期変動額合計 △11 △263 △2,423 △12,754 1,507 22,291

当期末残高 5,511 △427 △136 18,711 32,025 937,672
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

(1)　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　　　　　　93社

主要な連結子会社の名称

阪急電鉄株式会社、阪神電気鉄道株式会社、阪急阪神不動産株式会社、

株式会社阪急交通社、株式会社阪急阪神エクスプレス、株式会社阪急阪神ホテルズ

　なお、当連結会計年度より、PT.HANKYU HANSHIN LOGISTICS INDONESIA他１社については、

重要性が増加したことにより、連結の範囲に含めております。

　また、当連結会計年度において、阪急田園バス株式会社については、合併に伴い消滅したこ

とにより、株式会社阪急阪神レストランズ他１社については、清算結了したことにより、連結

の範囲から除外しております。

(2)　主要な非連結子会社の名称等

株式会社阪急メディアックス

　非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等に関してその合計額でいずれも小規模であり、全体として連結計算書類に重要な影響

を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

(1)　持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社の名称

持分法を適用した関連会社の数　　11社

主要な会社の名称

エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社、神戸電鉄株式会社、東宝株式会社、株式会社東

京楽天地

(2)　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

　持分法を適用していない非連結子会社（株式会社阪急メディアックス他）及び関連会社（オー

エス株式会社他）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に関

してその合計額でいずれも小規模であり、全体として連結計算書類に重要な影響を及ぼさないた

め、持分法を適用せず原価法によっております。

３．会計方針に関する事項

(1)　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

ａ　時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）。

ｂ　時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

　但し、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資については、当該組合の財

産の持分相当額を計上しております。

②　デリバティブ

　時価法によっております。
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③　たな卸資産

ａ　販売土地及び建物

　主として個別法による原価法によっております（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法によっております。）。

ｂ　その他のたな卸資産

　主として移動平均法による原価法によっております（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法によっております。）。

(2)　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く。）

ａ　鉄道事業の取替資産

　取替法（主として定率法）によっております。

ｂ　その他の有形固定資産

　主として定率法によっておりますが、一部については定額法を採用しております。

　但し、上記ａ及びｂのうち、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）

並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して

おります。

②　無形固定資産（リース資産を除く。）

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（主として５年）

に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(3)　重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　貸付金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

②　賞与引当金

　従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき、当連結会計年度負担額を計上し

ております。

(4)　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

　過去勤務費用については、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主と

して10年）による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。

②　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　在外子会社の資産及び負債は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における「為替換算調整勘定」

及び「非支配株主持分」に含めております。
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③　重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を行っております。

　なお、特例処理の適用条件を満たす金利スワップについては特例処理を、振当処理の適用条

件を満たす為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理を行っており

ます。

④　のれんの償却の方法及び期間

　原則として５年間の均等償却を行っております。なお、2006年度の阪神電気鉄道株式会社との

経営統合により発生したのれんについては、20年間の均等償却を行っております。

⑤　鉄道事業における工事負担金等の会計処理

　鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うにあたり、地方公共団体等から工事費の一部と

して、工事負担金等を受け入れております。この工事負担金等を受けて取得した固定資産につい

ては、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得原価から直接減額して計上しております。

　なお、連結損益計算書については、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定

資産の取得原価から直接減額した工事負担金等相当額を固定資産圧縮損として特別損失に計上

しております。

⑥　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

⑦　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

⑧　連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８

号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単

体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行

に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取

扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年

２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税

法の規定に基づいております。
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追加情報

（当社の取締役等に対する株式報酬制度）

１．取引の概要

　当社は、当社の取締役のうち会長及び社長の職にある者を対象に、企業価値及び業績の向上に対す

る意欲を一層高めるとともに、株主価値の向上に対するインセンティブを働かせることを目的とし

て、株式報酬制度（以下、「本制度」という。）を導入しております。

　また、当社子会社である阪急電鉄株式会社、阪神電気鉄道株式会社及び阪急阪神不動産株式会社

（以下、あわせて「対象子会社」という。）の役員報酬制度に関して、各対象子会社の常勤の取締役

及び執行役員（社外取締役及び国内非居住者を除き、阪急阪神不動産株式会社については、これらに

加え、同社へ出向している他社の従業員を除く。）を対象に、本制度を採用しております。

　本制度は、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託と称される仕組みを採用しており、役位

等に応じて、当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭を交付及び給付する制度であります。

２．信託に残存する当社株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部

に自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式

数は、1,479百万円及び367,308株であります。
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連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1)　担保に供している資産

（有形固定資産）

建物及び構築物 201,238百万円

機械装置及び運搬具 50,423百万円

土　　　　地 241,625百万円

そ　 の 　他 2,898百万円

（無形固定資産）

そ　 の 　他 179百万円

（投資その他の資産）

投資有価証券 292百万円

そ　 の 　他 372百万円

合計 497,029百万円

　なお、上記のほか、第三者の借入金等に対して、投資有価証券800百万円を担保に供しており

ます。

(2)　担保に係る債務

（流動負債）

短期借入金 9,784百万円

そ　 の 　他 120百万円

（固定負債）

長期借入金 114,522百万円

合計 124,427百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,177,475百万円

３．保証債務（保証予約を含む。） 29,013百万円

　なお、上記のほか、関連会社の資金調達4,677百万円に付随して経営指導念書等を差し入れてお

ります。

４．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 449,278百万円

５．連結子会社２社及び持分法適用関連会社１社において土地の再評価に関する法律（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法

律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行っております。これに伴い、計上された評価差額のう

ち、連結子会社については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に、非支配株主に帰属する金額を「非支配株主持分」として、また、これらを控除した金額

を「土地再評価差額金」として純資産の部にそれぞれ計上しております。持分法適用関連会社につい

ては評価差額（税金相当額控除後）のうち持分相当額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計

上しております。
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連結子会社２社及び持分法適用関連会社１社

再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定

める固定資産税評価額に基づき算出する方法によっております。

再評価を行った年月日　　　　2002年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△6,215百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 254,281,385株

２．配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2019年６月13日

定時株主総会
普通株式 4,925 20 2019年３月31日 2019年６月14日

2019年11月１日

取締役会
普通株式 6,094 25 2019年９月30日 2019年12月２日

（注）１　2019年６月13日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する

当社株式に対する配当金７百万円が含まれております。

２　2019年11月１日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社

株式に対する配当金９百万円が含まれております。

(2)　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2020年６月17日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 6,094 25 2020年３月31日 2020年６月18日

（注）　配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式に対する配当金９百万円が含まれ

ております。
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については安全性の高い短期的な預金等に限定し、また、資金調達につ

いては、主に金融機関からの借入、社債やコマーシャル・ペーパーによる方針としております。

　営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、各社の社内規程等に基づきリスク

低減を図っております。

　投資有価証券は主として株式及び債券であり、定期的に時価や発行体の財務状況の把握を行ってお

ります。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であり、一部の外貨建

金銭債権債務に係る為替変動リスクは、為替予約取引により回避しております。

　借入金及び社債の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の借入

金の金利変動リスクは、金利スワップ取引により金利の固定化を行うことで、回避しております。

　なお、デリバティブ取引は、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するために利用しており、

投機的な取引は行わない方針としております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。

(単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

資産の部

(1) 現金及び預金 25,023 25,023 －

(2) 受取手形及び売掛金 68,366 68,366 －

(3) 投資有価証券 33,647 33,647 △0

負債の部

(4) 支払手形及び買掛金 29,508 29,508 －

(5) 短期借入金（※1） 123,710 123,710 －

(6) 社債（※2） 122,000 123,633 1,633

(7) 長期借入金（※1） 649,755 665,220 15,464

(8) デリバティブ取引（※3） (205) (205) －

（※1）１年内返済予定の長期借入金は「(7) 長期借入金」に含めております。

（※2）１年内償還予定の社債を含めております。

（※3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については、（　）で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) 投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引先金融機関から提示された価格によっております。
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(4) 支払手形及び買掛金、(5) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(6) 社債

　社債の時価については、市場価格によっております。

(7) 長期借入金

　長期借入金の時価については、固定金利によるものは元利金の合計額を同様の新規借入を行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。また、変動金利によ

るものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(8) デリバティブ取引

　デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等によっておりま

す。

（注２）投資有価証券のうち、非上場株式等（連結貸借対照表計上額 11,659百万円）は、市場価格が

なく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極め

て困難と認められるため、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。

（注３）非連結子会社及び関連会社株式は、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。

賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　一部の連結子会社では、大阪市北区その他の地域において、賃貸オフィスビル及び賃貸商業施設等

を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時価

645,922 914,359

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２）当連結会計年度末時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価

基準」に基づく鑑定評価額であり、その他の物件については固定資産税評価額等の指標に基づ

く時価であります。

（注３）開発中物件は、開発の途中段階であることから、時価を把握することが難しいため、上表には

含めておりません。なお、開発中物件の連結貸借対照表計上額は、156,001百万円であります。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 3,738.56円

２．１株当たり当期純利益 225.69円

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数

から控除する自己株式数に含めております。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株

式数の計算において控除する自己株式に含めております。
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株主資本等変動計算書

（2019年４月１日から2020年３月31日まで）
(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合　計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合　計

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合　計

繰越利益
剰余金

当期首残高 99,474 149,258 0 149,258 280 287,021 287,301 △32,769 503,265

当期変動額

剰余金の配当 △11,020 △11,020 △11,020

当期純利益 43,275 43,275 43,275

自己株式の取得 △9,960 △9,960

自己株式の処分 △0 △0 △0 △0 136 136

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － △0 △0 － 32,255 32,255 △9,824 22,431

当期末残高 99,474 149,258 － 149,258 280 319,276 319,556 △42,593 525,697

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 9,408 9,408 512,674

当期変動額

剰余金の配当 △11,020

当期純利益 43,275

自己株式の取得 △9,960

自己株式の処分 136

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△3,332 △3,332 △3,332

当期変動額合計 △3,332 △3,332 19,098

当期末残高 6,075 6,075 531,772
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)　有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

②　その他有価証券

ａ　時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法によっております（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）。

ｂ　時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

２．引当金の計上基準

(1)　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用については、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお

ります。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1)　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2)　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(3)　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

(4)　連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算

制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目に

ついては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱

い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延

税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
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追加情報

（当社の取締役等に対する株式報酬制度）

　　連結計算書類の「連結注記表（追加情報）」に記載のとおりであります。

貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1)　担保に供している資産

　　第三者の借入金等に対して、投資有価証券800百万円を担保に供しております。

(2)　担保に係る債務

短期借入金 3,934百万円

長期借入金 32,889百万円

合計 36,823百万円

　　当社の子会社である阪急電鉄株式会社から鉄道事業固定資産の一部（鉄道財団）について担　

　保提供を受けております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 155百万円

３．保証債務

　他の会社の金融機関からの借入金等に対し、債務保証を行っております。

阪神電気鉄道株式会社 ※１ 19,605百万円

阪急電鉄株式会社 ※２ 15,813百万円

北大阪急行電鉄株式会社 ※３ 4,809百万円

株式会社阪急交通社 17百万円

合計 40,245百万円

※１　阪急電鉄株式会社と連帯保証を行っております。

※２　阪神電気鉄道株式会社と連帯保証を行っております。

※３　阪急電鉄株式会社及び阪神電気鉄道株式会社と連帯保証を行っております。

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 106,950百万円

長期金銭債権 600,439百万円

短期金銭債務 1,518百万円

長期金銭債務 1,007百万円
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損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

営　業　収　益 54,303百万円

営　　業　　費 2,239百万円

営業取引以外の取引による取引高 8,350百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 10,877,154株

　　（注）自己株式には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式が含まれております（367,308株）。

税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は、税務上の関係会社株式受贈益、関係会社株式評価損の否認等であ

り、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金等であります。

－ 19 －



関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等
(単位：百万円)

種類 会社等の名称
議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（注６）
科目

期末残高

（注６）

子会社

阪急電鉄株式会

社

所有

直接 100.0％

債務被保証

債務保証

担保の受入

役員の兼任

債務被保証

（注１）

債務保証

（注２）

担保の受入

（注３）

配当金の受取

（注４）

471,120

15,813

36,823

31,061

－

－

－

－

－

－

－

－

阪神電気鉄道株

式会社

所有

直接 100.0％

債務被保証

債務保証

役員の兼任

債務被保証

（注１）

債務保証

（注２）

配当金の受取

（注４）

471,120

19,605

11,414

－

－

－

－

－

－

阪急阪神不動産

株式会社

所有

直接 100.0％

役員の兼任 配当金の受取

（注４）

5,544 － －

株式会社阪急阪

神フィナンシャ

ルサポート

所有

直接 100.0％

資金の貸付 資金の貸付

（注５）

利息の受取

（注５）

351,781

7,221

短期貸付金

長期貸付金

未収収益

87,543

600,439

388

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）金融機関からの借入金、社債に対して保証を受けております。なお、保証料の支払は行っ

　　　　ておりません。

（注２）金融機関からの借入金に対して保証したものであります。なお、保証料の受取は行ってお

　　　　りません。

（注３）阪急電鉄株式会社より鉄道事業固定資産の一部について担保提供を受けている財団抵当借

　　　　入金であります。

（注４）持株会社である当社が示す配当基準に準拠し、配当を実施しております。

（注５）当社グループにおける資金調達の一元化に伴うものであり、金利については、調達コスト

　　　　に基づき決定しております。

（注６）取引金額及び期末残高には消費税等を含めておりません。
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１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 2,184.73円

２．１株当たり当期純利益 177.19円

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数

から控除する自己株式数に含めております。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株

式数の計算において控除する自己株式に含めております。
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